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第７章 

 
 

幼児期の教育・保育量の   
見込みと提供目標 

 

  １ 県設定区域の決定 
 

  ２ 各年度における教育・保育の量の見込みと提供
体制の確保内容、実施時期 

 

  ３ 教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保 
    （１）設定区域ごとの認定こども園の目標設置数、設置時期 
    （２）認定こども園普及に向けた取組み 
    （３）教育・保育等の役割提供の必要性及び推進方策 
    （４）教育・保育施設と地域型保育事業者等との連携並びに小学校等

の連携 
 

  ４ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 
 

５ 特定教育・保育等に係る人材の確保及び資質 
向上のために講ずる措置 

    （１）特定教育・保育及び特定地域型保育の従事者 
    （２）地域子ども・子育て支援事業の従事者 

 

  ６ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと 
提供体制等 

 

  ７ 教育・保育情報の公表 
 

  ８ 広域調整 
    （１）市町の区域を超えた広域的な見地から行う調整 
    （２）特定教育・保育施設の利用定員の設定 
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第７章 幼児期の教育・保育量の見込みと提供目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県設定区域の決定 

 

子ども・子育て支援新制度では、認定こども園、幼稚園、保育所（以下、「教育・保育施設」

という。）の認可・認定に当たり、県が、設定する区域ごとに需給調整を行うこととなっていま

す。 
   

本計画では、市町が設定する教育・保育提供区域を踏まえ、教育・保育の量の見込み及び実施

しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容並びにその実施時期を定める単位となる、区

域を定めています。 
   

この区域は教育・保育及び市町が実施する地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域

となっています。 
   

区域を設定するに当たって、各市町における保育・教育の需給状況、在住市町を超えた広域利

用の状況、さらには待機児童の状況等を踏まえ検討した結果、県内の２０市町をそれぞれ区域

の単位とすることが適当と判断し、２０区域を設定しました。 

  

 
 

  「子ども・子育て支援法」及び「教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付及び地域子ど

も・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以

下、「基本指針」という。）に基づき、県では、５年を１期とする教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等に係る計画を

定めることとなっています。 

 

  基本指針では、県の計画は、子ども・子育て支援法の基本理念と基本

指針における子育て支援の意義に関する事項を踏まえて作成すること

となっており、本計画では、全ての基本的事項及び任意記載事項を含む

計画としますが、そのうち、子育てと仕事の両立支援、児童虐待防止対

策の充実、社会的養護体制の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の

推進並びに障害児施策の充実については、第５章で記載しているため、

本章では、それ以外の、教育及び保育の提供に関する事項を記載してい

ます。 
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２ 各年度における教育・保育の量の見込みと提供体制の確保内容、実施時期 

 

教育・保育の量の見込みと提供体制の確保内容、実施時期を計画で定めるにあたっては、県が

定める区域ごとに、次に掲げる区分ごとに記載しています。 

 

① 満３歳以上で、幼稚園及び認定こども園での教育を希望する子ども（子ども・子育て支援

法第１９条第１項第１号に該当する子ども（以下、「１号認定子ども」という。）） 

 

 

 

 

 
   

② 満３歳以上で、保護者の就労、妊娠・出産、疾病、求職活動といった保育が必要な事由に

該当し、保育所及び認定こども園での保育を希望する子ども（子ども・子育て支援法第１９

条第１項第２号に該当する子ども（以下、「２号認定子ども」という。）） 

 

 

 

 

 
   

③ 満３歳未満で、保護者の就労、妊娠・出産、疾病、求職活動といった保育が必要な事由に

該当し、保育所、認定こども園並びに定員５人以下の少人数を対象に保育を行う家庭的保

育事業、定員６～１９人を対象に保育を行う小規模保育事業、事業所の保育施設などで従

業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育する事業所内保育及び個別ケアが必要な場合等

に保護者の居宅で１対１の保育を行う居宅訪問型保育事業（以下、「地域型保育事業」とい

う。）での保育を希望する子ども（子ども・子育て支援法第１９条第１項第３号に該当する

子ども（以下、「３号認定子ども」という。）） 

 

 

 

 

 

 

２号認定及び３号認定子どもの合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

量の見込み① 14,884 14,500 14,181 12,308 11,882

確保の内容② 20,213 20,197 20,179 18,339 18,168

差引（②－①） 5,329 5,697 5,998 6,031 6,286

（単位：人）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

量の見込み① 16,086 15,956 15,779 15,897 15,705

確保の内容② 17,644 17,725 17,777 17,802 17,837

差引（②－①） 1,558 1,769 1,998 1,905 2,132

（単位：人）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

量の見込み① 11,823 11,868 11,940 10,950 10,910

確保の内容② 12,386 12,749 12,928 12,404 12,514

差引（②－①） 563 881 988 1,454 1,604

（単位：人）

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

量の見込み① 27,909 27,824 27,719 26,847 26,615

確保の内容② 30,030 30,474 30,705 30,206 30,351

差引（②－①） 2,121 2,650 2,986 3,359 3,736
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○認定区分ごとに利用できる施設・事業 

認定区分 利用できる施設・事業 

１号認定こども 
幼稚園 

認定こども園 

２号認定こども 
保育所 

認定こども園 

３号認定こども 

保育所 

認定こども園 

地域型保育事業 

   
見込量の算定に当たっては、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況や潜在的な利用希望

を踏まえて市町が算出した利用の見込みを集計し、確保の内容及びその実施時期については、

各施設及び事業者の意向を踏まえ、県と市町の協議の下に設定された各施設、事業者ごとの利

用定員を年度ごとに集計した市町計画を積み上げたものとしました。（別表１） 
   

３ 教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保 

 

 

 

認定こども園は、幼児教育を行う幼稚園と、保育を行う保育所の両方の機能を併せ持って

おり、保護者の就労状況及びその変化等にかかわらず柔軟に子ども受け入れることのできる

施設です。また、認定こども園の中でも、特に、幼保連携型認定こども園については、学校及

び児童福祉施設として一つの認可で設立が可能となります。 
   

県としては、教育・保育を一体的に行う施設である認定こども園の普及を促進するため、既

存の幼稚園、保育所が認定こども園に移行しようとした場合は、施設の意向を踏まえた上で、

必要な支援を行います。 

 

区域ごとに設定する「認定こども園」の目標設置数、設置時期については、関係する各施設

に対し、認定こども園移行の意向及び時期について調査した結果を基に定めました。（別表２） 

 

認定こども園とは？ 

  保育と教育を一体的に行う施設で、次の４つの類型があります。 

 

 

 

 

 

 

  

 

（１）設定区域ごとの認定こども園の目標設置数、設置時期 

学校及び 

児童福祉施設 

 

幼
稚
園 

保
育
所
機
能 

保
育
所 

幼
稚
園
機
能 

保
育
所
機
能 

幼
稚
園
機
能 
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認定こども園は、就学前の教育・保育を一体として提供する施設であり、幼稚園と保育所の

良いところを併せ持つ施設です。幼稚園や保育所に対する利用希望に加え、認定こども園に

対する利用希望に応えられるよう、県としても、認定こども園へ移行するための施設整備や

保育教諭となるための資格取得支援等を通じて、認定こども園の普及を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※幼稚園及び保育所が認定こども園に移行する場合における需給調整の考え方 

 

幼稚園及び保育所が認定こども園に移行する場合、各市町が定める区域ごとの需要（ニー

ズ量）が供給（確保の内容）を上回った場合は、原則として、認可・認定を行います。 

また、逆に需要（ニーズ量）が供給（確保の内容）を下回った場合は、需給調整を行います。 

認定こども園は、満３歳未満の保育を必要とする子ども及び満３歳以上の子どもを受け入

れる施設です。特に３歳以上の子どもについては、保護者の就労状況に関わらず、子どもを受

け入れることが可能です。また、子育て支援事業の実施が義務づけられており、子育てに関す

る拠点的な役割も担っている施設であることから、認可・認定基準を満たす限り、定員設定に

留意しながら、市町や事業者の意向を踏まえ、認可・認定を行うこととします。 

 

 

 

 

 

近年、子どもができても仕事を続けたいと考える女性が増えていることや、企業における

育児休業制度の整備等により女性の就労継続の環境が整いつつあります。 
   

一方、就労の形態において、非正規雇用が増加していることに加え、ＮＰＯやボランティア

など就労以外の社会活動を行う女性に対しても、幼児教育や保育の提供を行うことが求めら

れています。 
   

子どもの数は減少傾向にありますが、子どもを教育・保育施設に預けたい保護者は増加し

ており、利用者の保育・教育ニーズに応えるためには、幼稚園、保育所に加え、認定こども園

（２）認定こども園普及に向けた取組み 

（４）教育・保育等の役割提供の必要性及び推進方策 

（単位：施設）
参考

（令和元年度）
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

既存数 39 45 54 63 67 70

新規数 6 9 9 4 3 2

計 45 54 63 67 70 72

既存数 13 13 16 21 23 25

新規数 0 3 5 2 2 2

計 13 16 21 23 25 27

既存数 16 18 22 26 29 33

新規数 2 4 4 3 4 2

計 18 22 26 29 33 35

既存数 7 7 7 7 6 5

新規数 0 0 0 -1 -1 -1

計 7 7 7 6 5 4

83 99 117 125 133 138合計

区分

地方裁量型

保育所型

幼稚園型

幼保連携型
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の普及が欠かせません。 
   

また、保護者が家庭の中のみならず地域の中でつながりを持って、地域社会に参画し連携

していけるような環境の整備や、同年齢や異年齢の子どもが交流する場を提供していくこと

が大切であり、地域子ども・子育て支援事業の実施により、地域の実情に応じてきめ細かいサ

ービスを提供することが求められています。 
  

このため、県としては、各種説明会等を通じた広報活動や施設整備への補助等により、市町

が必要な教育・保育を十分に提供できるよう支援していきます。  
 

 

 

 

 

乳幼児期の発達や学びは、連続性を有するとともに、一人一人の個人差が大きいことから、

子どもの発達に応じた質の高い教育・保育や子育て支援を安定的に提供し続ける必要があり

ます。 
   

このため、原則として、３歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育事業は、

満３歳以上の子も引き続き適切で質の高い教育・保育を利用できるよう、教育・保育施設との

連携が求められています。 
   

また、日々急速に成長する時期の教育・保育施設等における教育・保育が、小学校以降の生

活や学習の基盤の育成に繋がることや、保育を利用する子どもが小学校就学後に放課後児童

健全育成支援事業を利用する場合の家庭環境の把握等、教育・保育施設と小学校との連携が

重要であることから、施設や事業者等との連携を支援します。 

 

４ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 

 
子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るため、特定子ども・子育て支援施

設等の公示状況や監査状況等について市町と情報共有を図ります。 

 

５ 
特定教育・保育等に係る人材の確保及び資質向上のために講ず
る措置 
 

質の高い教育・保育の提供に当たって、教育・保育に係る人材の確保及び養成を総合的に推進

します。 

 

 

 

認定こども園には、保育士資格と幼稚園教諭の免許状の両方を持つ保育教諭を必ず置かな

ければなりませんが、「認定こども園法」では、子ども・子育て支援新制度開始の日から 10

年間（令和６年度まで）は、幼稚園教諭の普通免許状の取得又は保育士登録のいずれかの要件

 

 

（５）教育・保育施設と地域型保育事業者等との連携並びに小学校等の連携 

（１）特定教育・保育及び特定地域型保育の従事者 
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を満たしていれば保育教諭になることができることになっています。 
   

また、保育教諭の確保は、認定こども園制度への移行・促進を図るためにも欠かせないもの

であるため、新制度開始後 10 年間の経過措置により、幼稚園教諭免許状取得または保育士

登録のいずれかの要件を満たす人で、かつ一定の勤務経験がある人が、免許状取得及び保育

士資格取を得しようとした場合に、取得に必要な単位が少なくて済むような特例が設けられ

ています。 
   

このため、県としては、この保育士資格及び幼稚園教諭免許状取得特例の広報及び取得す

る際の受講費用等の一部を補助するなどの支援に努め、保育教諭確保を推進します。 
   

保育士については、これまでも研修を実施してきたところですが、より充実した研修の実

施とともに、愛媛県保育士・保育所支援センターを活用して、保育士資格を持ちながら保育業

務に従事していない、いわゆる「潜在保育士」の再就職支援や、保育士養成施設の学生を対象

とした修学資金貸付事業の実施、さらに処遇の改善等により、待機児童が生じることなく、ま

すます充実した保育が提供できるよう、必要な保育士の確保に努めていきます。 

 

また、幼稚園教諭については、国や教育委員会、大学等との連携・協力を図りながら、研修

の充実や幼稚園教諭免許状の取得に係る支援等により、必要な人材の確保に努めます。 
 
 

 

 

 
市町が実施する地域子ども・子育て支援事業（６に掲げる事業）に従事する職員の資質向上

のための研修や職員の確保を進めます。 
   

また、同事業に従事する専門職員として、育児経験豊かな主婦等を対象とした「子育て支援

員」について、市町と連携して引き続き養成に努めます。 
   
 

６ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制等 

 

市町では、地域における利用希望等を踏まえ、次の地域子ども・子育て支援事業を実施するこ

とになっています。 

 

 

① 利用者支援事業 

   ・子ども又は保護者の身近な場所で施設や子育て支援事業等の情報を提供し、必 

要に応じて相談・助言等を行い、関係機関との連絡調整を行う事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業の従事者 

（単位：箇所）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

基本型・特定型 14 15 15 15 15

母子保健型 20 20 20 20 20

合計 34 35 35 35 35

基本型・特定型 13 14 14 14 14

母子保健型 20 21 21 21 21

合計 33 35 35 35 35

-1 0 0 0 0

①
量
の

見
込
み

②
確
保

の
内
容

差引（②－①）

区分
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② 一時預かり事業（幼稚園型） 

   ・幼稚園等において、主に通常の教育時間終了後に自園の園児を対象に一時 

預かりを行う事業 

 

 

 

 

②-1 一時預かり事業（その他） 

   ・家庭において保育を受けることが一時的に困難となった子どもについて、 

保育所等において一時的に預かり、必要な保育を行う事業 

 

 

 

 

 

③ 延長保育事業 

   ・保育認定を受けた子どもに、認定こども園、保育所等で、通常の利用日、 

利用時間以外の日及び時間において保育を実施する事業 

 

 

 

 

 

④ 病児・病後児保育事業 

   ・看護師等が、病児や病後児を、病院、保育所等に付設されたスペース等で、 

    一時的に保育等を行う事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域子育て支援拠点事業 

   ・乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、 

情報の提供、助言その他の援助を行う事業 

 

 

 

 

⑥ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

※病児・緊急対応事業を除く 

   ・乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預か 

    り等の援助希望者と、援助者の相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業 

 

 

 

（単位：人日（年間延べ利用人数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 676,592 664,116 650,941 644,299 634,825

②確保の内容 806,207 790,760 770,923 760,235 749,750

差引（②－①） 129,615 126,644 119,982 115,936 114,925

（単位：人日（年間延べ利用人数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 157,335 155,280 153,729 151,901 150,800

②確保の内容 167,378 165,467 164,112 163,594 162,476

差引（②－①） 10,043 10,187 10,383 11,693 11,676

（単位：人（実人員））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 6,974 6,835 6,719 7,069 6,974

②確保の内容 6,870 6,745 6,632 7,073 6,978

差引（②－①） -104 -90 -87 4 4

（単位：人日（年間延べ利用人数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

病児・病後児保育 18,775 18,583 18,336 18,048 17,797

ファミサポ（病児） 10 10 10 10 10

合計 18,785 18,593 18,346 18,058 17,807

病児・病後児保育 20,492 20,480 20,457 21,610 21,548

ファミサポ（病児） 40 40 40 40 40

合計 20,532 20,520 20,497 21,650 21,588

1,747 1,927 2,151 3,592 3,781

①
量
の

見
込
み

②
確
保

の
内
容

差引（②－①）

区分

（単位：箇所）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 93 93 94 96 96

②確保の内容 93 93 94 96 96

差引（②－①） 0 0 0 0 0

（単位：人日（年間延べ利用人数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 20,764 20,369 19,989 19,678 19,402

②確保の内容 20,639 20,199 19,925 19,743 19,629

差引（②－①） -125 -170 -64 65 227
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⑦ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

   ・保護者の疾病等で家庭での養育が一時的に困難になった児童を、児童養護施設 

    等に入所させ、必要な保護を行う事業 

 

 

 

 

⑧ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

    ・保護者が仕事等で昼間家庭にいない小学校就学児童に、授業終了後、適切な遊 

     びや生活の場を与えて、健全な育成を図る事業 

 

 

 

 

 

 

⑨ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

   ・保護者の所得状況を考慮して、保護者が幼稚園等に支払うべき食事の提供及び日用

品、文房具等の購入に要する費用や行事への参加費用等を助成する事業 

⑩ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

   ・民間事業者が認定こども園、幼稚園、保育所等に参入することを促進するため 

の調査研究や、設置・運営を促進するための事業 

⑪ 乳児家庭全戸訪問事業 

   ・生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報や 

養育環境等の把握を行う事業 

⑫ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する 

事業） 

  ・要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、

調整機関職員やネットワーク構成員の専門性強化とネットワーク機関間の強化 

を図る取組みを実施する事業 

⑬ 妊婦健康診査 

    ・妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施す 

るとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業計画 

では、市町の子ども・子育て支援事業計画に基づき、地域子ども・子育て支援事 

業の利用の提供の見込みを定めています。（別表３） 

 

 
   

７ 教育・保育情報の公表 

 

幼稚園や保育所、認定こども園のほか小規模保育などの地域型保育を利用するに当たって、

各施設に関する情報を示して適切な利用に繋げるため、県では、次に掲げる事項をホームペー

ジで公表していきます。 

 

                

                  

（単位：人日（年間延べ利用人数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 1,043 1,032 1,013 994 978

②確保の内容 946 936 919 909 893

差引（②－①） -97 -96 -94 -85 -85

（単位：人（②は登録児童数））

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

小学１～３年 12,922 12,878 12,913 12,782 12,768

小学４～６年 3,428 3,437 3,477 3,536 3,510

合計 16,350 16,315 16,390 16,318 16,278

16,075 16,215 16,386 16,523 16,548

-275 -100 -4 205 270

①
量
の

見
込
み

差引（②－①）

区分

②確保の内容
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【公表事項】 

 

 

○ 施設又は事業所を運営する法人に関する事項 

 ・法人の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 

 ・法人の代表者の氏名及び職名 

 ・法人の設立年月日 

 ・教育・保育を提供し、又は提供しようとする施設等の所在地が県内である法人が行 

う地域型保育事業 

 

 

    ○ 教育・保育等を提供し、又は提供しようとする施設等に関する事項 

 ・教育・保育施設又は地域型保育事業の種類 

 ・施設等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 

 ・事業所番号 

 ・施設等の管理者の氏名及び職名 

 ・認定こども園、幼稚園、保育所又は地域型保育事業の認可又は認定を受けた年月日 

 ・事業の開始年月日又は開始予定年月日及び確認を受けた年月日 

 ・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の規定により連携 

する特定教育・保育施設又は居宅訪問型保育連携施設の名称（特定地域型保育事業 

者に限る。） 

○ 施設等において教育・保育に従事する従業者に関する事項 

 ・職種別の従業者の数 

 ・従業者の勤務形態、労働時間、従業者１人あたりの小学校就学前子どもの数等 

 ・従業者の教育・保育の業務に従事した経験年数等 

 ・従業者の有する教育又は保育に係る免許、資格の状況 

○ 教育・保育等の内容に関する事項 

 ・施設等の開所時間、利用時間、学級数その他の運営に関する方針 

 ・教育・保育の内容等（特定教育・保育施設における保護者に対する子育ての支援の 

実施状況（幼稚園及び保育所については実施している場合に限る。）を含む。） 

 ・教育・保育の提供に係る居室面積、園舎面積、園庭の面積等 

 ・施設の利用手続き、選考基準その他の利用に関する事項 

 ・利用者等からの苦情に対する窓口等の状況 

 ・教育・保育の提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項 

 ・施設等の教育・保育の提供内容に関する特色等 

 ・教育・保育の提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等にあたり利用者 

等の権利擁護等のために講じている措置 

 ・教育・保育の提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の取得 

の状況 

 ・利用者等に対する利用者が負担する利用料等に関する説明の実施の状況 

 ・相談・苦情等の対応のための取組みの状況 

○ 教育・保育を利用するに当たっての利用料等に関する事項 

○ 教育・保育を提供する施設等の運営状況に関する事項 

 ・安全管理及び衛生管理のために講じている措置 

 ・情報の管理、個人情報保護等のための取組みの状況 

 ・教育・保育の提供内容の改善の実施の状況 
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８ 広域調整 

 

 

 
 

市町子ども・子育て支援事業計画の作成及び変更に当たり、１市町での対応が難しい場合

は市町間で調整を行うこととなっています。 
   

その調整が整わない場合、関係市町から県に対し要請があれば、市町の区域を超えた広域

的な見地からの調整を行います。 

 

また、市町が実施する地域子ども・子育て支援事計画業の策定段階から、県が行う児童虐待

防止対策、母子・父子家庭の自立支援、障害児施策の充実等の専門的知識等を要する施策との

関連性に配慮した調整及び連携が必要であることから、関係市町から要請があれば、協議及

び調整を行います。 

 

 

 

 

 

市町長は、特定教育・保育施設（幼稚園、保育所、認定こども園）の利用定員を定めた場合

及び変更した場合は、県に届出を行います。 
   

 

 

（１）市町の区域を超えた広域的な見地から行う調整 

（２）特定教育・保育施設の利用定員の設定 


